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平成２６年度予算編成方針

平成２５年１２月４日

苓北町長 田嶋 章二

１ 日本経済の状況及び国の動向

近年、日本経済は、長引くデフレ不況、円高、世界経済の減速等を背景に、製造業

の競争力が低下し、貿易赤字は拡大するとともに、若年雇用の縮小、東日本大震災復

興の遅延など閉塞感を払拭できない状況が継続していた。

そのような中、先の衆議院議員総選挙の政権交代により発足した第２次安倍政権は

早期の日本経済再生に向けて 「大胆な金融政策 「機動的な財政施策 「民間投資、 」、 」、

を喚起する成長戦略」を柱に総額２０兆円規模の補正予算を２０１２年度予算に盛り

込む緊急経済対策を決定。２０１３年度予算と合わせて１５ヶ月予算の考えで景気の

下支えを行いつつ、切れ目のない経済対策を実施している。

、 、 、また 平成２６年４月１日からの消費税増税に伴い 増税後の需要の反動を緩和し

、 、景気の下振れリスクに対応するため 総額５兆円規模の新たな経済対策を閣議決定し

本年１２月に政策決定が出される。

しかしながら、国の財政は東日本大震災等の緊急対応などに加え、高齢化等による

社会保障費の累積と増大により１，０００兆円を越える債務超過であり、経済財政運

営と改革の基本方針（平成２５年６月１４日閣議決定）を定め、国際公約とした２０

２０年度までのプライマリ－バランスの黒字化達成には、以前にも増した財政健全化

の推進と国と地方が歩調を合わせた歳出抑制を強力に進めることとしている。

国の平成２６年度予算編成については、国の「中期財政計画」において、地方の一

般財源総額は平成２５年度地方財政計画の水準を下回らないよう確保するとしている

ものの、地方交付税関連の歳出特別枠については経済再生に併せ、リーマンショック

後の危機対応モードから平時モードへの切り替えを進めるとし、法人税や償却資産に

係る固定資産税などの税政改正、環太平洋経済連携協定（ ）交渉における主要５TPP
品目の関税撤廃の検討を開始するなど地方財政に及ぼす影響は不透明な部分が多く、

今後の動向を十分に注視していく必要がある。

地方財政については、国の経済対策により緩やかな回復の兆しを見せつつあるが、

以前として厳しい状況である。
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そのような中においても、本町は町民の生命と財産を守るという信念のもと減災・

防災対策の強化をはじめ、町内産業の支援と育成など、補助事業や限られた自主財源

を有効に活用し、町民生活のさらなる向上に努める。職員にあたっては、一人ひとり

が厳しさを増す財政状況を的確に把握し、自立しかつ継続可能な行財政運営に努める

うえで何をすべきか、確固たる意識をもって予算編成にあたられたい。

２ 苓北町の財政状況と平成２６年度予算編成

歳入について、本町の自主財源の根幹をなす固定資産税（九州電力苓北発電所償却

資産分）は年々減少し、その他町税収入についても人口減少や長引く不況により大幅

な増加は見込めない状況である。また、自主財源減少に対する地方交付税の増加も、

国の財政状況がきわめて厳しいことや人口減少による基準財政需要額の落ち込みなど

により期待するだけの額の確保は難しいと思われる。

次に歳出について、高齢者、障がい者などへの扶助費の増大や、介護保険、後期高

齢者医療など特別会計への繰出金の増加に加え、清掃センター新設に伴う天草広域連

合負担金の増など、固定経費に係る財政需要が多大に見込まれることから、より一層

の歳出抑制に努めなければならない。

このような状況を踏まえ、平成２６年度予算編成においては別紙「予算編成要領」

「安心して住める町 「いきいきと暮らせる町 「ふるさとと呼べる町」に基づき、 」、 」、

を積極的に推進すべく、予算配分の重点化、効率化（選択と集中）を図るものとし、

歳入面では、町税等の徴収率の向上及び課税の適正化による税収の確保、町有財産の

有効活用や売却、利用者負担の原則にたった使用料や手数料の公平な徴収、さらには

新たな収入源の開拓により財源確保に努めること。歳出面では、町民の視点に立った

行政サービスの効率化と簡素化により歳出抑制を図り、最小の経費で最大の効果を発

揮できるよう自律性、創造性をもった予算編成に努める。
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予 算 編 成 要 領

１．総括的事項

（１）理念と基本方針について

「 「 「 」を基本理安心して住める町 いきいきと暮らせる町 ふるさとと呼べる町」、 」、

念とし、以下の７つの基本方針を推進する。また、財政健全化を図るとともに、町

民、企業、行政、それぞれが力を発揮できる協働の町づくりを積極的に推進する予

算編成とする。

【基本方針】

① 防災・減災対策など危機管理の強化につながる施策

② 経済対策・雇用創出対策につながる施策

③ 交流人口の拡大につながる施策

④ 町内産業の支援・育成につながる施策

⑤ 町民の健康づくりにつながる施策

⑥ これからの人材を育てる教育力の向上を図る施策

⑦ 地球温暖化防止対策の強化につながる施策

（２）年間予算としての編成について

当初予算については前年度に引き続き年間総合予算として編成を行うので、事業

計画等の見直し、検討を十分行ったうえ適正な見積もりを行うこと。

なお、年度途中における補正は、原則当初予算編成時に明らかでなかった制度改

正、災害等に限り認めるものとするので要求漏れが生ずることのないよう留意する

こと。

また、施設や設備の修繕等については年度途中における補正が生ずることのない

よう、各施設等の状況を的確に把握し、年次ごとの適正な修繕計画を作成するなど

の取組みを実施すること。

（３）編成作業について

編成作業にあたってはこれまでの慣例にとらわれることなく、職員一人ひとりが

コスト意識を持ち、平成２４年度決算の精査、事業効果等の検討を行い、ゼロベー
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スから事業の見直しや企画立案を行うなど限りある財源を適切かつ効率的に活用し

た編成を行うこと。

（４）選択と集中について

財政健全化を進めながら、協働の町づくりを積極的に推進するためには、メリハ

、 （ ）リの効いた徹底的な歳出の見直しを行い 予算配分の重点化・効率化 選択と集中

に努めること。

（５）成果目標の設定と評価について

予算編成全般について、町民への説明責任を徹底するため、成果目標を掲げ、事

後評価を十分行い得る基盤を整備するとともに、予算要求額の積算内容、予算の目

的・必要性・効果等を明らかにすること。

また、平成２４年度決算、平成２５年度予算の執行状況を的確に把握し、編成す

、 、 。る当初予算との差異 要因等を十分精査し 結果を予算要求に適切に反映すること

（６）新規事業の企画について

新たな事業として予算要求を行う場合、補助金、交付金、交付税措置の伴う起債

など充当財源の見込みがないものは、既存事業のスクラップもしくは既存事業費の

削減を検討のうえ予算要求を行うこと。

（７）継続事業の見直しについて

社会情勢の変化などにより存在意義が薄れているもの、すでに事業目的を達して

いるもの、予定していた事業効果が一定以上の水準に達しているもの、あるいは予

定した事業効果が上がっていないものについては事業規模縮小、休止又は廃止を行

う。特に３年以上継続している事業については、その成果や効果の検証を行い、事

業継続について見直しもしくは期限を定めた予算要求を行うこと。

２．歳入に関する事項

（１）町税

税法の根拠を十分把握するとともに、税法等の改正に十分留意し適正な課税によ

る年間見込額を計上すること。

特に、苓北火力発電所関連に係る固定資産税の積算にあたっては地方交付税算定

に大きな影響を与えるので過大見積もりとならないよう留意すること。

（２）分担金・負担金

、 、 。事業の性格 受益の範囲 負担割合などを十分検討し年間見込額を計上すること
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（３）使用料・手数料

、法令等により金額が定められているもの以外については受益者負担の原則にたち

社会情勢を鑑みた適正単価を再検討するとともに、過去の実績と将来予測により確

実な見込額を計上すること。なお、来年度からの消費税増税を考慮し条例等の改正

も含め料金の検討を行うこと。

、 、 、また 特別会計においては 独立採算制の原則により料金の再検討を早急に行い

一般会計繰り出し金の縮減を図ること。

（４）国・県支出金

既存補助制度については要綱、要領等を収集し、補助率・負担率・制度の改廃等

を的確に把握するとともに、類似の補助制度についても調査研究を行うこと。

なお、補助制度の廃止や縮減が行われるものについては、原則として事業の廃止

もしくは縮減を併せて行うこと。

平成２６年度当初以降、新たに予定される補助制度については国・県の予算編成

等の動向を注視し、積極的に研究・調査・活用を図ること。

事務・権限移譲に伴う委託金等については漏れなく計上を行うこと。

また、対象事業が複数課におよぶ包括的な補助制度については、速やかに全課に

対して情報提供を行うとともに申請漏れ等が生じないよう努めること。

（５）財産収入

町有財産の現況を的確に把握し、町全体で利活用を図るとともに貸付料の適正化

を図ること。また、貸付財産、遊休地については積極的に売却を検討し財源確保に

努めること。

（６）諸収入

「使用料・手数料」の性格を有するもの（参加料・利用料・材料代・徴収金・各

種検診手数料等）については、受益者負担の原則により随時見直しを行うこと。

また、広報誌、ホームページ、ごみ袋、公共施設等への企業広告の導入など、

新たな収入源の開拓についても積極的に検討を行うこと。

（７）町債

後年度の財政負担を考慮し、償還金が地方交付税に高率に算入される有利な起債

を選択すること。

、 （ 、建設事業に係る起債の借り入れについては 公債費の元利償還金 減税補てん債

臨時財政対策債を除く ）を超えない範囲とする。。

（８）収入未済額の整理促進

一般会計においては町税、保育所入所児童保護者負担金、奨学金償還金など、特

別会計においては国保税、保険料などの収入未済額については、町民負担の公平性

の確保を図る観点から、実効性、効率性のある積極的な整理対策を講じ財源の確保
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を図ること。

３．歳出に関する事項

（１）報酬・諸手当等

報酬及び諸手当等については 「苓北町報酬及び費用弁償に関する条例」に基づき、

要求を行うこと。

また、日額報酬制雇用の非常勤職員については 「苓北町一般職の非常勤職員任用、

等取扱要綱」に基づき要求を行うこと。なお、社会保険料、雇用保険料については

個人負担分の歳入についても計上漏れがないよう留意すること。

（２）職員人件費等

給料・職員手当等（時間外勤務手当除く ・共済費は後日配布する資料により要求）

を行うこと。

人件費等が補助事業で支弁できるものについては、当初予算より極力補助対象に

すること。

時間外手当については、イベントや国県補助・交付金の対象となる場合などを除

き、原則として管理職を除く本俸の合計の２．０％以内にとどめること。また、適

正な人員配置、事務配分及び計画的かつ効率的な執行形態を構築し、時間外手当の

縮減を図ること。

（３）扶助費

法令等に基づくものについては過去の実績等を勘案するとともに関係機関との連

携を密にし、対象人員、単価等を的確に把握し、多額の不要額が生じないよう年間

所要額を適正に見積もること。

また、制度改正によって扶助費の一般財源化や補助率の見直しが図られているた

め、国・県の動向を十分把握して積算を行うこと。

単独の扶助費については近隣市町の状況も勘案し、前年度比増といった安易な要

求はせず、ゼロベースからの積算を行うこと。

（４）物件費

① 賃金

各課等において各係それぞれの業務量、業務煩雑期を把握するとともに、課員等

の相互協力体制づくりにより、通常業務に臨時雇用を行うなどないよう注意するこ

と。臨時雇用については予算査定時に必要性の確認を行う。

② 報償費
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現金によるものにあたっては、慣例にとらわれずその額について精査を行い、物

品によるものにあたっては、複数業者に見積依頼を行い経費の節減に努めること。

③ 旅費

公用車使用を原則とし、出張の必要性、人員等に十分配慮し削減に努めること。

また、同一会議への出張は極力１名とする。

各種団体の行う町外での研修会等については、単なる参加を避け、行政効果を十

分考慮のうえ要求を行うこと。

また、各種協議会等の行う先進地視察研修などについては、予定事業の参考にす

る場合を除き任期中に１回を原則とする。

④ 需用費

ⅰ）消耗品費

消耗品費については補助事業の事務費として計上する場合を除き、過去の実

績等を勘案したうえで必要最小限の要求を行うこと。事務用品については会計

課から受領、各課プリンターのトナーについては使用頻度が極端に低いものを

除き、総務課をとおしてリサイクル品を受領することを原則とする。

用紙類に係る経費について（色用紙、厚紙など特殊なものを除く）は前年度

同様、総務課に一括計上を行う。

◎資源節約のために

※１ 会議資料等は原則両面印刷とし、１０枚以上の同一印刷物については

印刷機を利用すること。

※２ 排出する紙類については資源有効利用のため、個人情報等に留意すべ

きものを除き、裏面利用を行い、廃棄についても資源ごみとして排出

すること。

ⅱ）印刷製本費

パンフレット、申請書等の印刷物の在庫把握と平成２５年度予算の執行状況

を勘案し、必要最小限の要求を行うこと。また、住民周知については広報誌や

ホームページの有効利用を図り、全戸配布物について削減を図ること。

ⅲ）光熱水費

各課長の責任のもと、冷暖房の使用基準を厳守し節電を図ること。また、昼

休みや執務外は消灯し、退庁時にはパソコンのコンセントを抜くなど積極的に

節電に努めること。
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◎冷暖房の使用基準

冷房は６月１日から１０月３１日までの期間において、室温が３０度以上

のとき使用し、室温を２８度以上に保つよう設定する。

暖房については、１２月１日から３月３１日までの期間において、室温が

１８度以下のとき使用し、室温を２０度以下に保つよう設定する。

ⅳ）食料費

社会通念の範囲を超えることがないよう留意のうえ、会議時間設定等を工夫

して極力削減に努めること。

ⅴ）燃料費

混合油、チェンソー用オイル、公用車燃料費等について過去の実績等を勘案

し、別紙資料により積算を行うこと。

⑤ 役務費

郵便切手代（後納郵便代）については、町民から無駄との指摘を受けないよう、

各課連携をとるなど連絡方法を工夫し削減に努めること。また、広告料、手数料等

、 、 。についても 効果 実績等を勘案のうえ経済的にも効果的な方法等を検討すること

電話料については補助事業の事務費に計上できるものを除き総務課で一括計上を

行う。

◎公用車関連経費について

需用費（燃料費・修繕費 、役務費（車検手数料・自賠責保険料 、公課費） ）

（自動車重量税）については、土木管理課、農林水産課、水道環境課、教育

委員会の所管車輌を除き総務課で一括計上を行う。

⑥ 委託料

施設の維持管理等に係る委託については、仕様書等（頻度、数量、方法など）の

見直しを行うとともに、安易に前年度落札業者に任せることはせず、原則２社以上

の業者から見積もりを徴するなど節減に努めること。特に法令等に定めのない委託

については、必要性、行政効果、採算性など再度検討を行うこと。

⑦ 使用料及び賃借料

受信料、重機等借上料については別紙積算資料による。NHK
公用車による出張時の駐車料、通行料等については総務課に一括計上を行う。

⑧ 備品購入費

庁舎内の 機器購入については、今後の整備計画も考慮し総務課電算係に計上OA
を行う。補助事業等において予算計上を行う場合は、事前に総務課担当と協議を行



- 7 -

い要求を行うこと。

その他の備品購入については、購入目的、必要性、買換えにあたっては既存備品

の使用年数、使用状況等を確認し、また、他課所管備品との共有が可能かどうかを

判断したうえで要求を行うこと。※備品購入に関する調書を作成のこと。

（５）維持補修費

公共施設や設備等の修繕費については、前述の総括的事項に記載したとおり、各

施設の状況を的確に把握するとともに、年次ごとの適正な修繕計画を作成するなど

の取組みを行うこと。また、原則２社以上の業者から見積もりを徴し十分精査し要

求を行うこと。

（６）普通建設事業費

普通建設事業については、緊急度・必要度に従って厳選し、必ず振興計画と調整

を行うこと。

また、地方債を財源として予算を見積もる場合は、国の地方債計画により対象事

業を十分把握するとともに、起債枠などについて企画政策課と協議を行い、交付税

算定に高率で算入される起債事業の選択を行うこと。交付税措置が無いもの、低算

入率のものについては借り入れを行わない。

なお、平成２６年度に限り、町単独事業（建設公債対象事業）については「苓北

町地域の元気基金」を財源することができるので、基金の有効活用のため、必要な

事業については前倒しを含め、企画政策課と事前に協議を行うこと。

（７）補助金・負担金

補助金については前年度同様各種団体に補助金の主旨、また恒久的なものではな

い旨の説明を行うとともに、活動内容の精査と自立を促進させるよう指導及び助言

を行うこと。また、平成１９年度策定の「補助金等に関する基本指針」に準じ予算

要求を行うこと。

負担金については協議会等への加入意義など精査を行い脱退を含めて検討を行う

とともに、前述の基本指針に準じて予算要求を行うこと。

（８）その他

予算見積書・要求書の作成にあたっては各節について正確に積算を行い、過大見

積もりがないよう留意すること。

特定財源を伴う事業については財源内容（国補助、県補助、県経由の国補助又は

県の上乗せを含む補助など）や補助金名称等を的確に把握するとともに、充当額、

充当事業などに誤りがないよう計上を行うこと。

振興計画に基づいた事業以外の政策経費（投資的経費）を計上する場合は事業効

果を十分検討して取捨選択を行うとともに、優先順位を考慮したうえで要求を行う

こと。また、事業内容を記した詳細資料の提出を併せて行うこと。
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４．特別会計に関する事項

（１）特別会計の予算編成については一般会計に準ずるとともに、独立採算を旨として

さらなる経費の節減と合理化を図り、一般会計からの繰入金に依存することがない

よう、使用料の見直しを図るなど適正かつ健全な運営に努めること。

（２）一般会計からの繰出金の要求については、基準内、基準外を明確にし積算を行う

こと。

５．予算見積書・要求書等の提出及び電算入力

（１）提出期限 平成２５年１２月２５日（水）

（２）入力期間 平成２５年１２月９日（月）～１２月２５日（水）


